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　　　令和８年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計予算

　(総則)

第 1 条　令和８年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）公共下水道事業

　水洗化世帯数 

　年間有収水量

　一日平均有収水量

　主要な建設改良事業

ア 管渠布設事業

イ ポンプ場建設事業

ウ 処理場建設事業

（2）公共浄化槽事業

　公共浄化槽設置数 280基（うち当年度設置予定基数20基）

　主要な建設改良事業

ア 公共浄化槽設置事業

　(収益的収入及び支出)

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 公共下水道事業収益

　　第 1 項 営 業 収 益

　　第 2 項 営業外収益

　第 2 款 公共浄化槽事業収益

　　第 1 項 営 業 収 益

　　第 2 項 営業外収益

　収益的収入合計

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 公共下水道事業費用

　　第 1 項 営 業 費 用

　　第 2 項 営業外費用

　　第 3 項 予   備   費

　第 2 款 公共浄化槽事業費用

　　第 1 項 営 業 費 用

　　第 2 項 営業外費用

　　第 3 項 予   備   費

　収益的支出合計

63,000 千円

14,353 千円

20,166 千円

555,716 千円

10,500 千円

32,012 千円

2,167  ㎥ 

791,000  ㎥ 

3,691 世帯

32,998 千円

34,519 千円

1,000 千円

25,362 千円

494,835 千円

34,519 千円

521,197 千円

521 千円

1,000 千円

555,716 千円

20,369 千円

410,555 千円

110,642 千円

521,197 千円
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　(資本的収入及び支出)

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

   支出額に対し不足する額 271,740千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

　 整額5,124千円、過年度分損益勘定留保資金200,606千円、当年度分損益勘定留保資金

 　66,010千円で補填するものとする。）

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 公共下水道事業資本的収入

　　第 1 項 企   業   債

　　第 2 項 出   資   金

　　第 3 項 補   助   金

　　第 4 項 分 　担　 金

　　第 5 項 負　 担　 金

　　第 6 項 寄   附   金

　第 2 款 公共浄化槽事業資本的収入

　　第 1 項 企   業   債

　　第 2 項 出   資   金

　　第 3 項 補   助   金

　　第 4 項 分　 担　 金

　　第 5 項 負　 担　 金

資本的収入合計

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 公共下水道事業資本的支出

　　第 1 項 建設改良費

　　第 2 項 企業債償還金

　　第 3 項 受益者分担金返還金

　　第 4 項 予   備   費

　第 2 款 公共浄化槽事業資本的支出

　　第 1 項 建設改良費

　　第 2 項 企業債償還金

　　第 3 項 設置費分担金返還金

　　第 4 項 追加工事負担金返還金

　　第 5 項 投　　　資

　　第 6 項 予　 備 　費

　資本的支出合計

24,844 千円

131,072 千円

5,820 千円

54,200 千円

7,900 千円

23,344 千円

25,000 千円

46,050 千円

1 千円

1,000 千円

1 千円

1 千円

9,147 千円

2,190 千円

1,107 千円

154,416 千円

3,000 千円

1,000 千円

401,312 千円

105,512 千円

294,799 千円

426,156 千円

20,369 千円

2,473 千円

1 千円

1 千円

1,000 千円
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　(債務負担行為)

第 5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　(企業債)

第 6 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　(一時借入金)

第 7 条　一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。

　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。

  (1)　営業費用及び営業外費用の間の流用

　(議会の議決を経なければ流用のできない経費)

第 9 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

  い。

　(1)　職員給与費

受益者分担金兼給与
サーバー等賃借

令和8年度から令和11年度 　３，４３８千円

公共浄化槽事業 同　上同　上７，９００

起債の目的

公共下水道事業

限  度  額

年利3.0％
以内とする

事　　　項

水洗便所改造資金融資
あっせんに伴う利子補給

（令和8年度）

水洗便所改造資金融資
あっせんに伴う金融機関に

対する損失補償（令和8年度）

長瀞浄化センター　放流水
全窒素全リン測定業務委託

期　　　間

　　　　　千円

５４，２００

起債の方法

令和8年度から令和12年度

令和8年度から令和12年度

会計兼ファイルサーバー及
び職員用PC9台等賃借

限　度　額

70,941 千円

借入先の融資条件による。ただ
し、企業財政その他の都合によ
り繰上償還又は借り換えること
ができる。

証書借入と
する

利　　　率

元金、利子及び延滞利子に対する
損失補償額

利子補給相当額

償還の方法

　２，３９４千円令和8年度から令和9年度

同　上

令和8年度から令和10年度 　８，１９４千円

皆野・長瀞下水道組合
長瀞浄化センター等

施設維持管理業務委託
令和8年度から令和10年度 ９０，０００千円
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　(他会計からの補助金）

第 10 条　建設改良工事に要した企業債の利子償還等のため、一般会計からこの会計へ補助を

  受ける額は、次のとおり定める。

  (1)　皆野町

  (2)　長瀞町

令和８年３月１６日 提出

皆野・長瀞下水道組合　管理者　黒澤　栄則

182,591 千円

203,218 千円
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予定額

 1公共下水道 521,197

事業収益 1 営 業 収 益 110,642

1 公共下水道使用料 110,596

2 その他営業収益 46

2 営業外収益 410,555

1
受取利息及び
配当金

200

2 他会計補助金 372,962

3 長期前受金戻入 36,391

4 消費税還付金 1,000

5 雑   収   益 2

2 公共浄化槽 34,519

事業収益 1 営 業 収 益 14,353

1
公共浄化槽
使用料

6,884

2
公共浄化槽
清掃手数料

7,469

2 営業外収益 20,166

1
受取利息及び
配当金

46

2 他会計補助金 12,847

3 県費補助金 3,960

4 長期前受金戻入 3,303

5 消費税還付金 10

転換に対する住民への補助金

指定工事店登録手数料20・指定工事店更新手数料
5・　　雑収益21

預金利息

令和８年度 皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 

（消費税込み　単位：千円）

款 項 備  考目

皆野町負担金
総務管理分　  22,472（均等割）
公共下水道分 152,807（区域面積割46.585％）
長瀞町負担金
総務管理分　　22,472（均等割）
公共下水道分 175,211（区域面積割53.415％）

延滞金・加算金1・その他雑収益1

国庫補助金33,557・工事負担金20・受益者分担金
2,787・工事分担金27

皆野町負担金
公共浄化槽分  7,312
（前前年度末の設置基数割144/253　56.917％）
長瀞町負担金
公共浄化槽分 　5,535
（前前年度末の設置基数割109/253　43.083％）

国庫補助金2,019・県補助金327・
一般会計負担金35・工事分担金922
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予定額

 1公共下水道 521,197

事業費用 1 営 業 費 用 494,835

1 議　 会　 費 788

2 総務管理費 44,156

3 管   渠   費 3,468

4 ポンプ場費 8,486

5 処理場費 103,784

6 普及促進費 1

7 業   務   費 18,118

8 減価償却費 314,741

9 資産減耗費 1,293 固定資産除却費

2 営業外費用 25,362

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

24,950

2 補   助   金 401

3 納付消費税 1

4 雑支出 10 使用料過年度払出金

3 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

2 公共浄化槽 34,519

事業費用 1 営 業 費 用 32,998

1 公共浄化槽管理費 27,764

2 減価償却費 5,233

3 資産減耗費 1 固定資産除却費

2 営業外費用 521

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

520

2 納付消費税 1

3 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

報酬268・備消耗品費3・印刷製本費457等

有形固定資産減価償却費（定額法）

企業債利息520

委託料11,954・手数料2,831・補助金4,110等

有形固定資産減価償却費（定額法）

企業債利息24,825・借入金利息125

排水設備工事補助金400・改造資金利子補給1

備消耗品費781・委託料1,802・賃借料4,957等

委託料1,032・賃借料838・修繕費1,260等

光熱水費6,258・委託料564・修繕費1,010等

光熱水費16,563・委託料55,676・修繕費2,986
・薬品費8,786等

補償費

（単位：千円）

収 益 的 支 出

報償費540・委託料9,507等

款 項 目 備  考
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予定額

 1公共下水道事業 131,072

資本的収入 1 企   業   債 54,200

1 企   業   債 54,200

2 出   資   金 25,000

1 他会計出資金 25,000

3 補   助   金 46,050

1 補   助   金 46,050

4 分　 担　 金 5,820

1 受益者分担金 5,820

5 負　 担　 金 1

1 工事負担金 1

6 寄　 附　 金 1

1 寄   附   金 1 区域外流入協力金

2 公共浄化槽事業 23,344

資本的収入 1 企   業   債 7,900

1 企   業   債 7,900

2 出 　資　 金 3,000

1 他会計出資金 3,000

3 補   助   金 9,147

1 補   助   金 9,147

4 分　 担　 金 2,190

1 設置費分担金 2,190 20基分

5 負　 担　 金 1,107

1 追加工事負担金 1,107 4基分

目

資 本 的 収 入 

（消費税込み　単位：千円）

款 項 備  考

皆野町出資金　11,646（区域面積割46.585％）
長瀞町出資金　13,354（区域面積割53.415％）

国庫補助金

国庫補助金6,747・県補助金2,400

皆野町負担金
公共浄化槽分  1,708
（前前年度末の設置基数割144/253　56.917％）
長瀞町負担金
公共浄化槽分  1,292
（前前年度末の設置基数割109/253　43.083％）

-7-



予定額

 1公共下水道事業 401,312

資本的支出 1 建設改良費 105,512

1 管渠布設費 32,012

2 ポンプ場建設費 10,500

3 処理場建設費 63,000

4 固定資産購入費 0

2 企業債償還金 294,799

1 企業債償還金 294,799

3
受益者分担金
返還金

1

1
受益者分担金
返還金

1

4 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

2 公共浄化槽事業 24,844

資本的支出 1 建設改良費 20,369

1 公共浄化槽設置費 20,369 20基分

2 企業債償還金 2,473

1 企業債償還金 2,473

3
設置費分担金
返還金

1

1
設置費分担金
返還金

1

4
追加工事負担金
返還金

1

1
追加工事負担金
返還金

1

5 投　 資 1,000

1 基金造成費 1,000

6 予　 備　 費 1,000

1 予   備   費 1,000

浄化槽整備基金積立金

委託料9,600・工事請負費17,200等

機器類特別調査500・マンホールポンプ更新工事
10,000

委託料1,000・工事請負費62,000

資 本 的 支 出

（単位：千円）

款 項 目 備  考
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 1,533,000

　　減価償却費 319,974,000

　　固定資産の除却及び減損損失 1,294,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 215,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,000

　　長期前受金戻入額 △ 39,694,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 246,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 25,470,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 4,046,000

　　未払金の増減額（△は減少） 1,300,000

　　小計 305,368,000

　　受取利息及び受取配当金 246,000

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 25,470,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 280,144,000

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 112,816,000

　　分担金及び負担金等の返還による支出 △ 3,000

　　国庫補助金等による収入 64,315,000

　　寄附金による収入 1,000

　　基金の造成による支出 △ 1,000,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 5,846,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 55,349,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 62,100,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 297,272,000

　　他会計からの出資による収入 28,000,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 207,172,000

 

　資金増加額（又は減少額） 17,623,000

　資金期首残高 423,526,127

　資金期末残高 441,149,127

令和８年度 皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和8年4月1日 　から　 令和９年3月31日 まで ）

（消費税抜き　単位：円）
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１　総　　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 合　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損 益 勘 定
支 弁 職 員

15 8 346 32,048 0 20,190 52,584 13,495 66,079

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1 0 2,878 0 1,532 4,410 798 5,208

合 計 15 9 346 34,926 0 21,722 56,994 14,293 71,287

損 益 勘 定
支 弁 職 員

15 8 346 30,590 0 19,844 50,780 12,686 63,466

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1 0 2,676 0 1,343 4,019 706 4,725

合 計 15 9 346 33,266 0 21,187 54,799 13,392 68,191

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 0 0 1,458 0 346 1,804 809 2,613

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 0 0 202 0 189 391 92 483

合 計 0 0 0 1,660 0 535 2,195 901 3,096

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

児 童
手 当

通 勤
手 当

超 過 勤
務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職 特
勤 手 当

期 末 勤
勉 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,656 156 282 120 450 600 360 60 16,566

前 年 度 1,656 708 528 240 535 720 360 60 15,665

比 較 0 △ 552 △ 246 △ 120 △ 85 △ 120 0 0 901

退 職
給 付 金

地 域
手 当

合 計

（千円） （千円）

本 年 度 0 1,472 21,722

前 年 度 0 715 21,187

比 較 0 757 535

※本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち、本年度発生額である賞与引当金として５，０５１千円、

法定福利費引当金として１，０５４千円が含まれています。

　

法定福利費 合　計
区　　分

比
較

前
年
度

本
年
度

給　　　　　　与　　　　　　費

給 与 費 明 細 書

手
当
の
比
較

区　　分

区　　分

職　員　数
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1,660

2.26 ％

6,690 /月

535

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（円） （円） （円）

327,310

35.0

260,195

・平均昇給率

232,944

全　　職　　種

200,300

平 均 年 齢

200,300

・職員の異動に伴う減

・期末・勤勉手当の率の改定
　(4.60→4.65)
・地域手当の支給(2％→4％)
・扶養手当の見直し等

0

・月平均昇給額

△ 39

・月額給料改定

574

令和８年１月１日現在

　手当改定に伴う増減分

1,175

備　　　　考増 減 事 由 別 内 訳 （千円）

×12ヶ月×職員数　9人

　その他増減分 ・職員の異動に伴う減

　その他増減分

区　分 増減額（千円）

給　　料

　昇給に伴う増減分

　給与改定に伴う増減分

手　　当

　制度改正に伴う増減分

高　　校　　卒

（２）　初　任　給

平 均 給 料 月 額

723

△ 238

平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　　　　　　分

大　　学　　卒 232,000 232,000 232,000

200,300

２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与

令和７年１月１日現在

289,711

区　　　　　　分 皆　野　町

平 均 給 与 月 額

43.2

平 均 給 料 月 額

全　職　種 長　瀞　町

一般会計の制度（行政職）

平 均 年 齢
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（人） （％）

副 参 事

課 長

調 整 幹

局 長 ・ 次 長 局 長

100.0

22.2

５  級４  級

全 職 種

主 任 主 査 主 幹主 事

技 師

３  級２  級

9

区  分 １  級

（級別の標準的な職務内容）

６  級

令和７年１月１日現在

６　級

33.4

0 0.0

1

11.1

計

４　級

５　級

11.11

3２　級

３　級

４　級

区　　　　　分
級

　全　　　　　　職　　　　　　種

職 員 数 構 成 比

42.8

（３）級 別 職 員 数

令和８年１月１日現在

1１　級

14.3

計

1

0

100.0

3

14.3

14.3

22.2

５　級

１　級

６　級

1

14.3

３　級

２　級

1

2

0.0

7

2
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一 般 職 員
前年度

一 般 職 員

再任用職員

備　考

長瀞町皆野町
備　　考

47.7090047.70900

（６）その他手当

33.27075

通 勤 手 当 同じ 同じ

住 居 手 当 同じ

一
般
会
計
の
制
度

皆野町

長瀞町

再任用職員

再任用職員

一 般 職 員

1.225 1.225 2.450
有

2.325 2.325 4.650

2.3252.325

有

有

有
2.300 2.300 4.600

2.325 4.650

1.200 1.200 2.400

本年度

1.225

2.325

再任用職員

一 般 職 員

（月分）

区　　　分

1.225 2.450

4.650

支給率計

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置の
有 無

備　　考

支 給 期 別 支 給 率

６月

（月分）

１２月

（月分）

（４）期末手当・勤勉手当

支給率等 47.70900

2.4501.2251.225

47.7090033.2707524.586875

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

一般会計の制度

皆野町

長瀞町

24.586875

24.586875

33.27075

区　　　分
（月分）

最高限度

（月分） （月分）

扶 養 手 当 同じ同じ

区　　分
一般会計の制度との異同

長瀞町皆野町

同じ

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

差異の内容

47.7090047.70900

35年勤続の者
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期間 金額 期間 金額
他会計補助

金 使用料

長瀞浄化センター
放流水全窒素全リン測
定業務委託

8,448
令和4年度

から
令和7年度

6,054

令和8年度
から

令和9年度
まで

2,394 ＊＊＊ 2,394

会計兼ファイルサー
バー及び職員用PC9台
等賃借

14,461
令和5年度

から
令和7年度

6,266

令和8年度
から

令和10年度
まで

8,195 ＊＊＊ 8,195

受益者分担金兼給与
サーバー等賃借

4,389
令和6年度

から
令和7年度

951

令和8年度
から

令和11年度
まで

3,438 ＊＊＊ 3,438

皆野・長瀞下水道組合
長瀞浄化センター等
施設維持管理業務委託

90,000
令和8年度

から
令和10年度

0

令和8年度
から

令和10年度
まで

90,000 ＊＊＊ 90,000

限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳（千円）

（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事  項
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1 固 定 資 産

 (1) 有形固定資産

     イ 土        地 566,709,698

     ロ 建        物 2,058,754,738

      　減価償却累計額 △ 1,323,497,382 735,257,356

     ハ 構   築   物 12,191,639,010 　

      　減価償却累計額 △ 6,033,811,371 6,157,827,639

     ニ 機械及び装置 2,816,518,333

      　減価償却累計額 △ 2,136,113,547 680,404,786

     ホ 車両運搬具 4,492,491

      　減価償却累計額 △ 4,265,261 227,230

     ヘ 工具器具及び備品 18,288,795

      　減価償却累計額 △ 14,456,277 3,832,518

     ト 建設仮勘定 37,107,249

　　　　有形固定資産合計 8,181,366,476

 (2) 投資その他の資産

     イ 基　　　　金 18,000,000

　　　　投資その他の資産合計 18,000,000

　　　　固定資産合計 8,199,366,476

2 流 動 資 産

 (1) 現 金 預 金 441,149,127

 (2) 未   収   金 29,714,000

　　 貸倒引当金 △ 180,895 29,533,105

        流動資産合計 470,682,232

        資産合計 8,670,048,708

令和８年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和9年3月31日 )

資     産     の     部

（消費税抜き　単位：円）

予定貸借対照表
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3 固 定 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,293,501,787

        企業債合計 1,293,501,787

 (2) 引   当   金

     イ 退職給付引当金 7,543,884

     ロ 特別修繕引金 42,000,000

　　　　引当金合計 49,543,884

        固定負債合計 1,343,045,671

4 流 動 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 413,879,192

        企業債合計 413,879,192

 (2) 未   払   金 11,158,000

 (3) 引   当   金

     イ 賞与引当金 6,105,000

　　　　引当金合計 6,105,000

        流動負債合計 431,142,192

5 繰 延 収 益

 (1) 長期前受金 1,147,618,535

 　　収益化累計額 △ 307,016,401 840,602,134

　　　　繰延収益合計 840,602,134

　　　　負債合計 2,614,789,997

6 資   本   金 5,954,315,287

7 剰　 余　 金

 (1) 利益剰余金

     イ 当年度未処分利益剰余金 100,943,424

　　　　利益剰余金合計 100,943,424

     　 剰余金合計 100,943,424

　　　　資本合計 6,055,258,711

        負債資本合計 8,670,048,708

負     債     の     部

資     本     の     部

（消費税抜き　単位：円）
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Ⅰ．重要な会計方針

　　基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　 (1)　有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法は、定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　　　　１３～５０年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　２８～５０年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　　８～２０年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　４～　５年

　　　　　　　工具、器具及び備品　　　５～　８年

　　２　引当金の計上方法

　　 (1)　退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

　　 (2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

 までの4か月分）を計上している。

なお、法定福利費引当金は、賞与引当金計上額に含まれている。

　　 (3)　貸倒引当金

 額を計上している。

　　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定キャッシュフロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　令和８年度における重要な非資金取引はない。

Ⅲ. 予定貸借対照表等関連

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担　

　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は569,126,993

円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

令和８年度注記表

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月

公共下水道事業は平成26年度、公共浄化槽事業は令和5年度より地方公営企業会計
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 ２ 引当金の取り崩し　

　(１)賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　令和7年6月において、期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の

支払をするため、賞与引当金及び法定福利費引当金5,642,000円を取り崩す。

　(２)貸倒引当金の取り崩し

　 　令和8年度において、債権の不能欠損に充当するため貸倒引当金437,000円

を取り崩す。

Ⅳ. セグメント情報の開示

　セグメントの概要

　皆野・長瀞下水道組合下水道事業は、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の２つを

報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

Ⅴ. 減損損失

 １　グルーピングの方法

下水道事業に使用している固定資産については、汚水排水から汚水浄化処理まです

 べての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つ

 の資産グループとしている。

 ２　減損の兆候について

減損の兆候は見られない。

Ⅵ. リース契約により使用する固定資産

  リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

 に準じた会計処理によっている。

Ⅶ.その他の注記

 １　修繕引当金に関する経過措置

　　平成27年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

 取り崩すこととする。

 ２　受益者分担金の経理方法

　　資本的収入の受益者分担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから現金

 主義を採用し収納時に調定を行っている。（地方公営企業法施行令第９条第６項）

公共下水道事業

公共浄化槽事業

事業区分 事業の内容

公共下水道事業計画区域内における汚水の処理

公共下水道事業計画区域外の汚水の処理
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1 営 業 収 益

 (1) 公共下水道使用料 99,696,000

 (2) 公共浄化槽使用料 5,700,000

 (3) 公共浄化槽清掃手数料 6,624,000

 (4) その他営業収益 152,000 112,172,000

2 営 業 費 用

 (1) 議   会   費 879,000

 (2) 総務管理費 43,752,000

 (3) 公共浄化槽管理費 22,470,000

 (4) 管   渠   費 10,664,000

 (5) ポンプ場費 8,028,000

 (6) 処 理 場 費 　 58,093,000

 (7) 普及促進費 1,000

 (8) 業   務   費 18,145,000

 (9) 減価償却費 321,982,000

 (10) 資産減耗費 2,000 484,016,000

△ 371,844,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 50,000

 (2) 他会計補助金 358,291,000

 (3) 県費補助金 1,100,000

 (4) 長期前受金戻入 40,397,000

 (5) 雑   収   益 2,000 399,840,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱費 29,508,000

 (2) 補   助   金 401,000

 (3) 雑   支   出 9,000 29,918,000 369,922,000

△ 1,922,000

△ 1,922,000

     前年度繰越利益剰余金 101,332,424

　　 その他未処分利益剰余金変動額 0

     当年度未処分利益剰余金 99,410,424

     当年度純利益（△の場合当年度純損失）

令和７年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和7年4月1日 から 令和8年3月31日 まで ）

（消費税抜き　単位：円）

     営業利益（△の場合営業損失）

     経常利益（△の場合経常損失）

予定損益計算書
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1 固 定 資 産

 (1) 有形固定資産

     イ 土        地 566,709,698

     ロ 建        物 2,058,754,738

      　減価償却累計額 △ 1,323,497,382 735,257,356

     ハ 構   築   物 12,096,371,078

      　減価償却累計額 △ 5,713,837,371 6,382,533,707

     ニ 機械及び装置 2,816,518,333

      　減価償却累計額 △ 2,136,113,547 680,404,786

     ホ 車両運搬具 4,492,491

      　減価償却累計額 △ 4,265,261 227,230

     ヘ 工具器具及び備品 18,288,795

      　減価償却累計額 △ 14,456,277 3,832,518

     ト 建設仮勘定 18,758,181

        有形固定資産合計 8,387,723,476

 (2) 投資その他の資産

     イ 基　　　金 17,000,000

　　　　投資その他の資産合計 17,000,000

        固定資産合計 8,404,723,476

2 流 動 資 産

 (1) 現 金 預 金 423,526,127

 (2) 未   収   金 25,668,000

　　 貸倒引当金 △ 395,895 25,272,105

        流動資産合計 448,798,232

        資産合計 8,853,521,708

令和７年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和8年3月31日 )

資     産     の     部

（消費税抜き 単位：円）

予定貸借対照表
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3 固 定 負 債

 (1) 企　 業   債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,588,018,609

        企業債合計 1,588,018,609

 (2) 引   当   金

     イ 退職給付引当金 7,543,884

     ロ 特別修繕引当金 42,000,000

        引当金合計 49,543,884

        固定負債合計 1,637,562,493

4 流 動 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 354,534,370

        企業債合計 354,534,370

 (2) 未   払   金 8,228,000

 (3) 引   当   金

     イ 賞与引当金 5,642,000

　　　　引当金合計 5,642,000

        流動負債合計 368,404,370

5 繰 延 収 益

 (1) 長期前受金 1,089,151,535

 　　収益化累計額 △ 267,322,401 821,829,134

　　　　繰延収益合計 821,829,134

　　　　負債合計 2,827,795,997

6 資   本   金 5,926,315,287

7 剰　 余　 金

 (1) 利益剰余金

     イ 当年度未処分利益剰余金 99,410,424

　　　　利益剰余金合計 99,410,424

     　 剰余金合計 99,410,424

　　　　資本合計 6,025,725,711

        負債資本合計 8,853,521,708

負     債     の     部 （消費税抜き 単位：円）

資     本     の     部
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Ⅰ．重要な会計方針

　　している。

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　  有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法は、定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　　　　１３～５０年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　２８～５０年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　　８～２０年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　４～　５年

　　　　　　　工具、器具及び備品　　　５～　８年

　　２　引当金の計上方法

　　 (1)　退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

　　 (2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

 までの4か月分）を計上している。

なお、法定福利費引当金は、賞与引当金計上額に含まれている。

　　 (3)　貸倒引当金

 額を計上している。

　　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定キャッシュフロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　令和７年度における重要な非資金取引はない。

Ⅲ. 予定貸借対照表等関連

  　１  企業債の償還に係る他会計の負担　

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年以内に

 償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は647,517,660

 円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

令和７年度注記表

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月
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 ２ 引当金の取り崩し　

　（1）賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　令和7年6月において、期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払

　 をするため、賞与引当金及び法定福利費引当金4,502,000円を取り崩す。

　（2）貸倒引当金の取り崩し

す。

Ⅳ. セグメント情報の開示

　セグメントの概要

　皆野・長瀞下水道組合下水道事業は、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の２つを

報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

Ⅴ. 減損損失

 １　グルーピングの方法

下水道事業に使用している固定資産については、汚水排水から汚水浄化処理まです

 べての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つ

 の資産グループとしている。

 ２　減損の兆候について

減損の兆候は見られない。

Ⅵ. リース契約により使用する固定資産

  リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

 に準じた会計処理によっている。

Ⅶ.その他の注記

 １　修繕引当金に関する経過措置

　　平成27年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

 取り崩すこととする。

 ２　受益者分担金の経理方法

　　資本的収入の受益者分担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから現金

 主義を採用し収納時に調定を行っている。（地方公営企業法施行令第９条第６項）

       

公共下水道事業 公共下水道事業計画区域内における汚水の処理

公共浄化槽事業 公共下水道事業計画区域外の汚水の処理

　令和7年度において、債権の不能欠損に充当するため貸倒引当金401,000円を取り崩

事業区分 事業の内容
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